平成27年度　第2回彦根市公共下水道事業審議会　開催結果（議事概要）
1． 日時　平成27年11月27日（金）
2． 場所　彦根市役所　5階　第3委員会室

3． 出席者（順不同）

　　　〈委員〉8名

　　　　中村　傳一郎
　　　　横山　幸司
　　　　間　文彦

　　　　丸尾　雅啓

　　　　長崎　敏雄

　　　　鈴木　健氏

　　　　田中　美代子

　　　　渡邊　美幸

　　　〈事務局〉11名
　　　　上下水道部：疋田部長、寺嶌次長

　　　　上下水道総務課：鹿谷課長、野村課長補佐、林沼副主幹、藤本

　　　　下水道建設課：宮腰課長、荒北課長補佐、辻副主幹

　　　　上下水道業務課：田口課長、荒川課長補佐

4． 議事録

　　　　　　　〈彦根市公共下水道事業・第5期経営計画（素案）について〉
事務局　　　　　会議の成立要件の確認。8名中8名の参加により成立を報告。
事務局　　　　　配布資料の確認を実施し、議事の進行を会長に依頼。
会長　　　　　　挨拶。前回の議事概要について事務局より配布があったため、各委員へ確認依頼。
　　　　　　　　本日の議題、彦根市公共下水道事業の第5期経営計画（素案）についての審議開始に伴い、事務局から説明を依頼。

事務局　　　　　第5期経営計画の概要について説明。

事務局　　　　　配布資料の確認。
事務局　　　　　第5期経営計画については、計画期間内における施設の整備計画、人口普及率や水洗化促進、水洗化率の目標、また総排水量の見込みを定め、それに係る使用料収入や維持管理費、資本費等の財政計画（収支計画）を明らかにし、下水道事業の計画的かつ健全な事業推進を図ることが目的であると説明。
事務局　　　　　計画の位置付けについては、平成23年度から平成32年度までが計画期間である「彦根市総合計画」に掲げている「公共下水道の整備」「水洗化の普及促進」「維持管理体制の充実」「経営の健全化」の４つの施策を基本とし、人口に予測については、今年度彦根市で策定予定である「総合戦略（案）」を参考としている事を説明。また、今回の計画数値等については、「社会資本総合整備計画」と整合させることを基本としたことを説明。
事務局　　　　　公共下水道の整備について、人口普及率は平成32年末で87.0％、整備面積については、平成28年度以降は年45haの整備し、総整備面積は2,364haと計画していることを説明。
事務局　　　　　水洗化の普及促進 について、水洗化率が90.4％となるよう普及促進に努めること、人口普及率や水洗化率の向上と併せ、使用料の増加にも繋がるため、コミュニティプラントの接続について、下水道整備計画に沿って、接続可能な施設との協議をすすめる事を説明。
事務局　　　
　　　　【質疑応答】
会長　　　　　　第5期経営計画について、市の財政の限られた中で効率的かつ効果的な整備を考慮し、第5期経営計画を作成するという形となっており、４つの施策のうち、「公共下水道の整備」と「水洗化の普及促進」についての説明の中でご意見等はございますか。
委員　　　　　　会長から質問。建設事業費をどのように重点的に投入するかということがありますが、整備を効果的に実施し、未整備地域の整備をすすめるとあるが、具体的にどのあたりの整備を考えていますか。

事務局　　　　　第5期経営計画の整備は基本的に第4期で進めている地域について、引き続いて整備を行います。新規地域として、小学校区では旭森学区、具体的には正法寺町、地蔵町、一部野田山町にも入れればと考えています。南の方で言いますと高宮町、法士町、葛籠町、出町が新たに整備に入らせて頂きたい地域です。4期に引き続いて整備をしていく地域については、小野町、開出今町の蔵ﾉ町、犬方町、彦富町、三津町、海瀬町となります。
会長　　　　　　整備面積が広いが、見通しはどうなのか。

事務局　　　　　年45haという目標を持って整備を進めていきますので、これまで以上に整備していけるのではないかと考えています。旭森学区と高宮学区といった都市計画税を納めていただいている地域については重点的に整備を進めていくようにする予定です。
委員　　　　　　旭森学区の他の地域はどうなっていますか。

事務局　　　　　芹川以南につきましては、大堀町、東沼波町、西沼波町は整備がほぼほぼ整備が完了している状況です。
委員　　　　　　下水道の整備が始まり30年余り経ち、まだまだ未整備地域もあると思いますが、計画的に特殊な地域や困難と思われる地域を除くと整備完了はいつぐらいになりそうですか。
事務局　　　　　議会の答弁でも回答していますが、未整備の地域につきましては、平成37年で一般的な整備を終えたいと考えています。農業集落排水等の切り替えについては、平成42年までに終え、整備事業が完了する予定です。
会長　　　　　　第5期経営計画をすすめていくうえで、金銭面以外で計画の支障になるようなものは何か想定しておられますか。

事務局　　　　　支障となる可能性があるのは、コミュニティプラントへの接続です。これは住民さんとの合意のうえで成立するものであるので、住民説明等に努めたいと考えています。その点について、合意形成がうまく図れるかがポイントになるかと思います。

会長　　　　　　コミュニティプラントの接続について、現在それを使っている地域は既に下水道環境が整っていると思われている方が多いように思いますが、そういった方々へはどのように働きかけをしていきますか。また、施設が新しいと下水道に繋ぐのはまだ早いという意見も出て来ると思います。さらに、料金に対しては下水道に切り替えると支出が増えると懸念されている方が多いと思うが、どうなりそうですか。
事務局　　　　　コミュニティプラントと下水道の使用料を比較すると若干コミュニティプラントの方が安いと思われ、抵抗感はあると思います。また、新しい施設については、1箇所くらいであり、他の施設は老朽化に伴い、大型投資の発生が考えられますし、災害発生時は住民自身で管理していかなければならない大変さもあり、そのあたりを丁寧に説明していけば、切替えについても理解を得られるのではないかと考えています。

会長　　　　　　災害時に処理場が被災した際は逆にコミュニティプラントの方に優位性を感じている方もおられるのではないかという懸念材料があるがその点についてはどうお考えですか。

事務局　　　　　その点については、処理の分散化の方が良いのではないかという意見がある一方で、災害時に各自治会でコミュニティプラントを管理していくのは困難という意見もある。
会長　　　　　　下水道を使用するとコミュニティプラント使用時に比べ、月々の支出は増えるが、施設の改修等を含めたトータルで考えると、下水道の方に優位性があると住民の方々に丁寧に説明されるのが良いのではないか。また、現在41施設中25施設が完了ということだが、第5期経営計画の中で何施設ぐらい接続可能と考えておられますか。
事務局　　　　　第5期経営計画期間内では、5処理施設の切替えが可能と考えています。具体的な箇所については、旭森学区が中心となります。一部高宮も切替する箇所があります。

会長　　　　　　団地等が接続されると普及率や収入も上がるので、経営的にはプラスに働くため頑張っていただきたいと思います。他に何か質問はありますか。
委員　　　　　　下水道に切り替えたコミュニティプラントはその後どうなりますか。

事務局　　　　　地域によっては、解体したあと公園やゲートボール場等にされている自治会もあるようです。それぞれ利用方法は異なってきます。

委員　　　　　　水洗化率の向上というところで、個人宅について下水道環境が整っているが、繋ぎたくないという方もおられると思うが、その点についてはどのように対処されていますか。

事務局　　　　　そういったお宅も実際見受けられます。理由としては、老人世帯で切替え資金がなかったり、個別の合併浄化槽を使用しておられる方は耐用年数まで使いたいという事もあります。

委員　　　　　　新規の住宅については、全て下水道接続を想定されていますか。

事務局　　　　　下水道管が入っている地域は繋いでいただくよう開発をすすめてもらっています。管のないところは、合併浄化槽の設置が義務付けられています。

委員　　　　　　その時に将来の計画を見越して、下水に接続できる環境にしておく必要はありますか。
事務局　　　　　合併浄化槽ですと屋内配管は水洗化となっているので、浄化槽の入り口から下水道に接続すればいいような環境になっていると考えられます。

委員　　　　　　3点質問します。1点目は、冊子に総合戦略とあるが、下水道はどのような形で関わりがあるのか。
事務局　　　　　2点目は、下水道の建設については、多額の費用がかかり、財源は起債と補助金と受益者負担金等があると思うが、それを考えたうえで年45haの整備は出来るものなのか。
事務局　　　　　3点目は、水洗化の話があったが、促進のための制度はどのようなものがあり、第5期計画では具体的に何をされますか。
事務局　　　　　1点目の総合戦略（案）との整合ですが、第5期経営計画では人口動向という点で整合をはかっております。東北部の第5期経営計画策定時使用していた人口推移と今回の人口推移が異なる為、第5期経営計画では、総合戦略の人口推移を参考としております。
事務局　　　　　2点目の財源については、今回の（素案）には載せておりませんが、次回の審議会では委員の皆様に財源構成を提示させていただきたいと考えています。下水道建設の財源についえては、補助金、起債、負担金となっており、整備については。年45haの整備計画をもとに収支計画を考えております。

事務局　　　　　3点目の水洗化促進の補助としては、非課税世帯や生活扶助世帯への補助の2つがあります。また、一般の貸付融資制度があり、100万円を限度とし金融機関よりも若干低い利率での貸付制度を設けております。水洗化の普及としては、水洗化促進員を臨時職員として雇用し、各個別世帯への水洗化への呼びかけをおこなっております。
事務局　　　　　総合戦略について補足説明しますと、他市の場合であれば下水道の整備計画を盛り込んでいますが、本市においては下水道事業を含めず考えています。総合戦略の趣旨は人口減少を抑える施策がメインとなっており、一般的な街の活性化での対策を計画しておますが、公共事業での活性化という面では考慮していないため、下水道の整備は直接的に結びつかない計画となっております。
会長　　　　　　下水道がこないために、浄化槽でやむなく対応している世帯もあると思いますし、新たに浄化槽等を設置した世帯は早期の切替えをしたくないと考えると思います。そういった世帯に対して、具体的にいつ下水道の接続が可能になるかを示す事はしないのですか。参考ですが、最近下水道を接続した近隣の世帯では、コミュニティプラント使用時よりも下水道使用時の方が年間の負担も減ったという話も聞きます。こういった様々な情報をもとに１軒１軒地道に説得して回る努力も続けて頂きたいと思います。

委員　　　　　　私の地域もいつ下水道に接続してもらえるか具体的に教えてもらっておらず、施設も老朽化が進んできており、清掃やメンテナンスをしてもいつ施設がだめになるかという不安を抱えているので、具体的に接続可能となる時期を地域ごとにでも教えてほしい。
事務局　　　　　いままで時期を示してほしいという要望も多く頂いているが、予算等の関係もあり、時期をはっきり示してしまうと、出来なかった場合に個人の利害に関わってくることになりますので、概ね2～3年以内に接続予定というような回答に留まっているのが現状です。
会長　　　　　　作業が遅れる様々な障害となる要因があると思うが、そういった点は地元の方にも理解を得られると思いますがどうですか。
事務局　　　　　以前は具体的に整備時期を説明してきたが、実際出来ず、お叱りを受けた経緯があり、概ね2～3年以内とはなっていますが、整備の順番については、住民の方々に説明申し上げています。それで一定の理解は得られていると考えているが、全ての方にご納得していただいている訳ではないのが状況です。

委員　　　　　　少し話が戻りますが、コミュニティプラントの施設のその後については説明いただきましたが、地域内にもともとある下水配管についてはどのような取扱いになるのですか。

事務局　　　　　切替えの合意が進んだ段階でまず元々の管渠の調査を実施します。問題がある部分についてはコミュニティプラントの所有者に修繕していただく形となっていますが、基本的には塩ビ管が使用されている事が多い為、大幅な修繕は無いのが現状です。
委員　　　　　　最近下水道環境が整い、上下水道代を支払っているが、上水道代よりも下水道代が高いことに違和感があるが、促進として住民の方々にどのような説明をされていますか。

事務局　　　　　普及促進員の活用や広報ひこねでの周知をはかっているが、見ておられない方もいると思いますので、今後も促進に力を入れていきたいと考えています。

委員　　　　　　各個別のコミュニティプラントの維持管理費がどの程度かかっているか把握する事はできますか。

事務局　　　　　それぞれ環境も施設も管理者も違いますので、それは難しいと思います。

会長　　　　　　個人的な意見としては、コミュニティプラントの使用も下水道の使用もトータルの経費でみると大差ないと感じます。
事務局　　　　　本日お伺いしたご意見を反映し、今後の業務に繋げていきたいと思います。
委員　　　　　　水洗化率が５ヶ年でそこまで大きく伸びていないが、これはなぜか。

事務局　　　　　水洗化率については、建設工事に伴い分母も大きくなるため大きな伸びは見込めないのが現状です。ただし、建設工事が終われば、水洗化率も順調に伸びてくると考えられます。

事務局　　　　　彦根は湖南地域に比べ、整備が10年遅れてスタートしており、建設工事を積極的に進めているのは彦根くらいですので、県平均と比べ率が低いのは致し方ない部分はあります。

会長　　　　　　率の伸びは低いが、実質分母、分子ともに伸びているという事ですので、今後も整備、促進を続けて頂きたいと思います。他に質問が無いようであれば、続いて事務局から説明をお願いします。
事務局　　　　　維持管理体制の充実について説明。下水道施設の管渠延長、長寿命化計画、老朽化状況把握及び、不明水対策、地震対策、減災対策についての現状及び今後の取組について説明。
事務局　　　　　経営の健全化について説明。今後の排水量及び使用料の現状と予測、一般会計繰入金の解説、下水道事業の市債残高推移、維持管理費及び人口推移等の現状と今後の取組み及び予測を説明。使用料改定については、下水道事業の地方公営企業法適用後の検討課題として考えていると言及した。
事務局　　　　　　　本市では、今後の計画の中で、平成42年度に整備事業を完了させることを目標としており、今後の財政事情にもよるが、第5期経営計画（平成28年度～平成32年度）、第6期経営計画（平成33年度～平成37年度）において公共下水道事業による一般的な整備を終える予定で、第7期経営計画（平成38年度～平成42年度）にて農業集落排水施設等の接続を考えていると説明。
　　　　【質疑応答】
会長　　　　　　維持管理については非常に重要であり、今後の彦根市の下水道経営において、管渠・マンホールポンプの管理が必要になってくると思いますが、彦根市には現在何基マンホールポンプがありますか。

事務局　　　　　現在稼働しているのが19基あり、今季稼働開始するものが１基あります。

会長　　　　　　簡単にマンホールポンプの説明をしてもらえますか。

事務局　　　　　下水道は基本的に自然流下するようにしておりますが、マンホールポンプとは、自然流下しない部分にある汚水を浅い位置までポンプアップする施設です。ポンプアップをしないとなるとより深く掘り下げる必要が発生し、費用的な面でも高額になりますので、マンホールポンプを設置しております。また、集落間の距離が長い場合は、上水道のように圧をかけて汚水を流すというような２種類のマンホールポンプを使用しております。
会長　　　　　　自然流下という事はどんどん深い位置に流すという事ですので、所々マンホールポンプで汚水を上げた方が全体的な建設費用は安くなりますね。しかし、マンホールポンプの維持管理という負担は増えてきますので、相当額安くなるという事ではないと思います。

委員　　　　　　マンホールポンプとマンホール蓋を長寿命化することによってどのくらい延命化がはかれますか。

事務局　　　　　長寿命化工事についてはポンプの交換や蓋の交換をしております。いずれも耐用年数を経過したものの交換をしておりますが、本来ですと維持管理になるため使用料で負担しなければならないが、国の補助金を投入して交換を進めているというのが実際のところになります。
委員　　　　　　管渠についてはどうなっていますか。

事務局　　　　　彦根市では耐用年数を経過する管渠はありませんので、現在長寿命化に取り組んではいません。管渠の更新については、管渠内のコーティングや場合によっては掘り起こして交換しなければならない可能性はあります。

委員　　　　　　不明水について、増えてきている原因は分かっていますか。

事務局　　　　　不明水の増加の詳しい原因はつかめていませんが、可能性としては、整備がすすんだことも要因として考えられますし、コミュニティプラントの接続も増加しておりますので、それが影響している事も考えられます。また宅内配管から雨水が入ってくる事も原因として考えられます。今後は調査等をすすめていく必要もあるかとは思います。
会長　　　　　　本来雨水は個々の宅地ごとに側溝に流さないといけないが、場合によっては、雨水を下水配管に誤接続している宅地もある事は事実です。他市町村では個々の家に調査に歩いているケースもあるようです。不明水の処理にかかるお金は市が負担しており、下水道使用料は水道のメーターを基準にして賦課されているので、余計なものが入ってくる事はよろしくない。彦根市では、まだ個々の家に調査にいってないと思うが、今後検討してもらえると良いと思います。

委員　　　　　　不明水について、道路に設置されたマンホール蓋から雨水が浸入することは考えられますか。

事務局　　　　　平成12年か13年以降は密閉式の蓋を使用しているため、雨水の浸入はないと思います。それ以前の蓋については、入る可能性があります。もうひとつは、公共汚水桝からの浸入も考えられます。しかし全ての蓋を一斉に替える事は費用も莫大にかかりますし、耐用年数を迎える蓋から順に交換しているのが現状です。

会長　　　　　　マンホールからの雨水の浸入量は相当量あると思います。

委員　　　　　　マンホール蓋は道路の舗装面より低い位置にあると思うので、多少の浸入は仕方ない部分がある事は理解できます。

会長　　　　　　不明水には、さまざまな原因があると思いますが、不明水を処理する事で発生する不要なお金は発生させないようにしてもらえるのが一番良いと思います。
委員　　　　　　下水道使用料の未収金対策が課題とあるが、金額としてはどの程度か。

事務局　　　　　未収金額については、26年度は現年分で2,330万円、滞納繰越分で3,000万円となっております。徴収率は現年で98.4％です。対策としては未収金対策検討委員会等の設置を行っております。
会長　　　　　　最近は税金滞納にも厳しい対応をされていると思いますが、下水においても委員会を設置したり徴収職員を雇用したり努力されている事は分かりました。

事務局　　　　　下水道料金については、公債権で滞納処分が可能ですので、差押を随時執行し徴収強化しております。また財産調査をすすめ、回収不能な債権も判別しております。

会長　　　　　　債権放棄しなければならない部分もあると思いますので、そういったものは欠損処分するのが良いと思います。また徴収に強制力があるという事ですので、市民の納税意欲がそがれないように今後も徴収に力を入れて頑張っていただきたいと思います。

委員　　　　　　平成20年度の公債費が大きくなっているのはなぜですか。

事務局　　　　　この点については、平成19年度～21年度の3か年にかけ、財政融資と金融機構の年率5%以上の高利率貸付分について、低い利率で資金を借換えして返済したため償還金が大きくなっています。本来なら繰上償還する場合は、将来にわたっての利息分を含め償還しなければならないが、利率が5%を超える貸付分については、その利息を免除して元金のみ返済する事が出来る制度があり、その制度を活用した分が膨らんでいる要因です。　　　具体的には５％以上の利率のものが２％程度の利率へと借換えできました。

会長　　　　　　その制度を利用し繰上償還した事は非常に有効な事だと思います。
委員　　　　　　特定排水の減少はどういった事が原因ですか。これは大きな工場が閉鎖されたりしたのですか。
事務局　　　　　ここ数年で一番大きいのは、各企業の節水により、大きな工場の排水量が減少傾向にあることです。平成25年度以降も増加を見込んでいましたが、実際は減ってきているのが現状です。また平成26年度に特定排水が大きく落ち込んでいるのは、その年の4月に消費増税がありましたので、特に節水努力をされる所が増えたのではないかと思います。

委員　　　　　　資料13ページに記載してある返還金とは何のことですか。

事務局　　　　　維持管理負担金とは、東北部処理場に流している水量に応じて支払っている負担金ですが、流域下水道の経営計画期間内で発生した余剰金を契約期間終了後に精算することになっています。これが、平成23年度に返還される予定でしたが、実際は支払い予定の負担金からこの金額を控除し納付をしたという意味で返還金と記載しています。

会長　　　　　　経営の健全化という事ですので、5ヶ年の計画を綿密にたて、計画通りやっていくという事を基本としながら、整備にかけるお金は小さくしつつも整備面積は拡大するような取組みをしていただけるのが一番だと思います。また、未整備地域の方々に対して整備計画の説明や早期の整備をしていってもらえると良いと思います。
委員　　　　　　維持管理費についての5期計画の数値が今回の資料には記載されていませんが、次回の審議会で提示があるのですか。

事務局　　　　　それについては、次回の審議会でお示しいたします。
会長　　　　　　ほかにご意見がないようであれば、本日お示しをしました、下水道の整備、水洗化の促進、維持管理体制、経営の健全化といった事については、資料に記載してある方針ですすめていただいてよろしいですか。
全体　　　　　　異論なし。
会長　　　　　　では、本日はここで会議を終了したいと思いますが、事務局から何かありますか。

事務局　　　　　本日は審議をいただきありがとうございました。基本的な進め方についてはご了承いただきましたので、次回はそれを基に数値化した計画を提示させていただきたいと思いますのでよろしくお願いいたします。
会長　　　　　　それでは以上を持ちまして本日の会議を終了します。
